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1.  平成21年3月期第2四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第2四半期 76,462 ― 72 ― 48 ― 11 ―

20年3月期第2四半期 84,323 4.3 235 2.3 213 △4.1 77 △53.7

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第2四半期 0.36 ―

20年3月期第2四半期 2.46 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第2四半期 33,017 12,554 37.6 394.24
20年3月期 32,900 12,655 38.1 397.83

（参考） 自己資本   21年3月期第2四半期  12,422百万円 20年3月期  12,538百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― ― ― 5.00 5.00
21年3月期 ― ― ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ― 5.00 5.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 162,000 △5.5 500 △14.5 420 △23.6 160 24.1 5.08

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

詳細は、２～３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

詳細は、２～３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．平成20年5月16日に公表いたしました連結業績予想は、平成20年10月27日に修正し、開示しております。 
２．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績
等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、２ページ【定性的情報・
財務諸表等】３．連結業績予想に関する定性的情報をご覧ください。 
３．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針
第14号）を採用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第2四半期  31,622,740株 20年3月期  31,622,740株

② 期末自己株式数 21年3月期第2四半期  113,432株 20年3月期  105,882株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第2四半期  31,513,994株 20年3月期第2四半期  31,522,475株



【定性的情報・財務諸表等】 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

 当第２四半期連結累計期間における水産物卸売業界の状況として、東京都中央卸売市場における水産物の取扱状況

をみますと、前年同期に比べ数量は0.6%増加しましたが単価が0.7%低下し、その結果、取扱金額は0.2%減少という厳

しい状況でありました。 

 このような状況下で、売上高は76,462百万円となりました。収益面では、冷凍魚を中心に単価が低下したことによ

り売上総利益は4,043百万円となり、販売費及び一般管理費は節減に努めましたが3,970百万円となり、営業利益は72

百万円となりました。この結果、経常利益は48百万円、四半期純利益は11百万円となりました。 

 事業の種類別セグメントの実績は次のとおりであります。 

① 水産物卸売業 

  消費の落ち込み等の影響で売上高は69,755百万円となり、冷マグロを中心とした売上総利益率の低下により、

45百万円の営業損失となりました。 

   ② 不動産賃貸業 

  賃貸オフィスビルを主体に、売上高は163百万円となり、営業利益は76百万円と堅調に推移しました。 

   ③ 水産物その他事業 

  水産物の冷蔵、加工および販売を主体に、売上高は6,543百万円となり、営業利益は40百万円となりました。 

２．連結財政状態に関する定性的情報 

 当社グループの資金政策として、グループの資金調達を当社に集約することによって効率化を図っております。 

また、内部留保の充実により、有利子負債の圧縮を目指しております。 

 当第２四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、たな卸資産の増加と仕入債務の減少等により1,332百万円の減少、投資活

動によるキャッシュ・フローは、貸付金の増加等により403百万円の減少、財務活動によるキャッシュ・フローは、

短期借入金の増加等により1,294百万円の増加となっております。 

 この結果、現金および現金同等物の第２四半期連結会計期間末残高は3,411百万円となり、キャッシュ・フローは

前連結会計年度末に比し441百万円の減少となりました。 

３．連結業績予想に関する定性的情報 

 当第２四半期連結累計期間においては、景気の低迷による消費の落込みに加え、中核セグメントである水産物卸売

業における主力商材であるマグロ類の取扱いの減少の影響を受け、売上高は減収となっております。これに伴い、売

上総利益も減益となり、販売費及び一般管理費の節減に努めましたが減益を補いきれず、営業利益・経常利益・四半

期純利益も減益となっております。また、平成21年3月期通期においても、当第２四半期連結累計期間の減収・減益

の影響により、業績予想を修正しております。 

詳細は、平成20年10月27日開示の「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。 

４．その他 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

該当事項はありません。  

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

１．簡便な会計処理  

 ① 一般債権（経営状態に重大な問題が生じていない債務者に対する債権）の貸倒見積高の算定方法 

 貸倒実績率等が前事業年度末に算定したものと著しい変化がないと認められるため、前事業年度決算にお

いて算定した貸倒実績率等の合理的な基準を使用して一般債権の貸倒見積高を算定しております。 

 ② 棚卸資産の評価方法 

 棚卸資産の簿価切下げに関して収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切

下げを行っております。 

 ③ 固定資産の減価償却費の算定方法 

 減価償却の方法として定率法を採用している有形固定資産については、事業年度に係る減価償却費の額を

期間按分して算定しております。 

 ④ 繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の

発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予想やタック

ス・プランニングを利用する方法によっております。 



２．四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理  

 税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表

規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,441 3,883

受取手形及び売掛金 13,191 13,463

有価証券 20 －

親会社株式 － 249

商品及び製品 9,230 8,772

原材料及び貯蔵品 147 207

その他 2,054 1,315

貸倒引当金 △1,495 △1,518

流動資産合計 26,590 26,374

固定資産   

有形固定資産 4,956 5,002

無形固定資産 100 102

投資その他の資産 1,369 1,421

固定資産合計 6,426 6,526

資産合計 33,017 32,900

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 6,078 7,124

短期借入金 11,375 9,920

未払法人税等 61 320

賞与引当金 107 18

その他 631 700

流動負債合計 18,253 18,084

固定負債   

退職給付引当金 1,055 1,065

役員退職慰労引当金 － 173

その他 1,154 921

固定負債合計 2,209 2,160

負債合計 20,463 20,245

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,628 2,628

資本剰余金 1,628 1,628

利益剰余金 7,821 7,968

自己株式 △21 △20

株主資本合計 12,057 12,205

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 364 333

評価・換算差額等合計 364 333

少数株主持分 132 117

純資産合計 12,554 12,655

負債純資産合計 33,017 32,900

－ 1 －



（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 76,462

売上原価 72,419

売上総利益 4,043

販売費及び一般管理費 3,970

営業利益 72

営業外収益  

受取利息 12

受取配当金 22

その他 8

営業外収益合計 43

営業外費用  

支払利息 65

その他 2

営業外費用合計 67

経常利益 48

特別利益  

関係会社株式売却益 63

貸倒引当金戻入額 24

特別利益合計 87

特別損失  

役員退職慰労金 34

特別損失合計 34

税金等調整前四半期純利益 101

法人税等 72

少数株主利益 17

四半期純利益 11

－ 2 －



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 101

減価償却費 87

貸倒引当金の増減額（△は減少） △33

受取利息及び受取配当金 △34

支払利息 65

売上債権の増減額（△は増加） 272

たな卸資産の増減額（△は増加） △398

仕入債務の増減額（△は減少） △1,046

関係会社株式売却損益（△は益） △63

その他 138

小計 △911

利息及び配当金の受取額 34

利息の支払額 △65

法人税等の支払額 △389

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,332

投資活動によるキャッシュ・フロー  

投資有価証券の取得による支出 △11

関係会社株式の売却による収入 312

有形及び無形固定資産の取得による支出 △38

有形及び無形固定資産の売却による収入 20

短期貸付金の増減額（△は増加） △752

その他 66

投資活動によるキャッシュ・フロー △403

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,455

配当金の支払額 △157

その他 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,294

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △441

現金及び現金同等物の期首残高 3,853

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,411

－ 1 －



 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表

規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

（４）継続企業の前提に関する注記 

 該当事項はありません。 

（５）セグメント情報 

〔事業の種類別セグメント情報〕 

当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

 （注) １ 営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

２ 当社の事業区分の方法は、内部管理上採用している業種別の区分によるセグメンテーションを行っておりま

す。 

３ 各区分に属する主要な事業の内容 

〔所在地別セグメント情報〕 

 当第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年９月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

〔海外売上高〕 

 当第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年９月30日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

 該当事項はありません。 

科目 
水産物卸売業
(百万円) 

不動産賃貸業
(百万円) 

水産物その 
他事業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去または 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高             

(1) 外部顧客に対する 

売上高 
69,755 163 6,543 76,462 － 76,462 

(2) セグメント間の内部 

売上高または振替高 
585 4 732 1,323 (1,323) － 

計 70,341 168 7,275 77,785 (1,323) 76,462 

営業利益または(損失) (45) 76 40 72 (－) 72 

セグメント名 主要事業内容 

水産物卸売業 水産物およびその製品の売買ならびに販売の受託 

不動産賃貸業 不動産(オフィスビル・マンション等)の賃貸 

水産物その他事業 水産物の冷蔵および加工・販売 



（参考資料）前年同四半期に係る財務諸表 

 中間連結損益計算書 

  

科目 

前中間連結会計期間 
（自 平成19年4月1日 

   至 平成19年9月30日） 

金額（百万円） 

Ⅰ 売上高 84,323 

Ⅱ 売上原価 79,784 

売上総利益 4,539 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 4,304 

営業利益 235 

Ⅳ 営業外収益   

受取利息  15 

受取配当金  13 

負ののれん償却額  8 

還付加算金 8 

その他 10 

営業外収益 計  55 

Ⅴ 営業外費用   

支払利息  76 

その他  0 

営業外費用 計  77 

経常利益 213 

Ⅵ 特別利益   

貸倒引当金戻入額  2 

特別利益 計  2 

Ⅶ 特別損失   

社屋移転費用  2 

特別損失 計  2 

税金等調整前中間純利益 214 

法人税等 108 

少数株主利益 28 

中間純利益 77 
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